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「消防防災ア・ラ・カルト」の第 1 回目

でとりあげた防火対象物に対する査察率等

について,今回再びとりあげ5年前のデータ

と比較しながら査察率の高い消防本部等を

紹介してみることにする。 

前回同様,全国の消防本部をその管轄地

域の人口により,人口5万人未満の消防本部,

人口 5 万以上 10 万人未満の消防本部,人口

10 万人以上の消防本部,政令指定都市の消

防本部の 4 グループに分けて集計した。な

お,委託市町村をもつ消防本部の場合,その

市町村分も含めて集計することとする。 

査察率とは, 

(査察回数÷防火対象物数)×100 

である。ここで,査察回数とは平成 4年 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 1日から平成5年 3月 31日までに行った

消防法第 4 条の規定に基づく立入検査の延

べ件数(法第 16 条の 5 の規定に基づく危険

物貯蔵所等の立入検査の件数は含めない。)

であり,防火対象物数とは同法施行令別表

第 1 の防火対象物のうち(20)項を除いた数

とする。 

なお,(16の2)項,(18)項,(19)項以外は棟

単位とし,かつ(17)項,(18)項以外は延べ面

積 150 ㎡以上のものとする。 

表1にそれぞれのグループ毎の本部数,人

口,防火対象物数,査察回数査察率及び人口

千人当たりの防火対象物数を示す。 

このように,全国計で防火対象物数は 314

万 3,001 件(昭和 62 年度調査比 22.7%増), 
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査察回数は 121 万 123 回(同 3.9%減),査察

率は38.50%(同10.6%減),人口千人当たりの

防火対象物数は 25.36 件(同 20.1%増)とな

っている。 

グループ別に前回のデータと比較してみ

ると,防火対象物数については,すべてのグ

ループで大幅に増加しており,人口 10 万人

以上の本部において特に増加率が高

く,25.6%の増となっている。また,増加率の

最も低い人口 5 万人未満の本部において

も,14.8%の増である。また,人口千人当たり

の防火対象物数では,人口の増減を反映し

て人口 5万人未満の本部が 27.1%の増,次い

で人口 5 万人以上 10 万人未満の本部が

24.3%増となっており,防火対象物数の増加

率の最も高かった人口10万人以上の本部は

21.2%増である。 

査察回数については,すべてのグループ

で減少しており,全国計で 3.9%の減少,人口

5万人以上 10 万人未満の本部において最も

減少率が高く,9.9%の減である。 

査察率についても,全国計で 10.6%の減少

となっており,グループ別にみてもすべて

のグループで 10%前後の減少である。この原

因としては,まず防火対象物数の大幅な増

加(全国計で 22.7%の増加),そして消防職員

数の増加がそれほどでない(昭和 62 年度調

査に対し約 8%の増加)ことによると考えら

れる。さらに,国及び地方公共団体において

完全週休二日制の導入が進められているな

か,消防職員についても勤務時間,勤務体制

等の見直しが進められ,一方では業務内容

の複雑多様化といった面もあり,結果的に

査察回数及び査察率の低下につながったと 
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考えられる。 

表 2～表 5 に各グループの査察率上位 5

本部(政令指定都市の消防本部については

上位 3本部)を示す。 

人口 5 万人未満グループの五城目町消防

本部,北留萌消防組合及び阿久根地区消防

組合は前回に引き続き上位5本部に入った。

このグループは査察率 100%以上の消防本部

の数が他のグループに比べ特に多く,356 本

部中 44 本部あり,その中でも北海道の本部

が多く,44 本部中 23 本部あった。 

人口5万人以上10万人未満のグループで

は,岩見沢地区消防事務組合,名取市消防本

部,大口市外4町消防組合が前回に引き続き

上位 5 本部に入った。このグループでは査

察率 100%以上の本部は 277 本部中 12 本部

であった。 

 

人口 10 万人以上のグループでは,仙南地

域広域行政事務組合及び筑西広域市町村圏

事務組合の 2 組合が前回に引き続き上位に

入った。また,このグループでは査察率 100%

以上の本部は 286 本部中 13 本部あった。 

最後に,政令指定都市グループの上位3本

部は,大阪市消防局(査察率 99.29%),仙台市

消防局(同 76.36%),札幌市消防局(同

73.49%)の順であった。ちなみに,前回の集

計では川崎市消防局(同 109.85%),広島市消

防局(同100.42%),京都市消防局(同99。25%)

の順であった。 

 

 


